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Ⅰ.法人の概要

　1.学校法人の沿革

昭和４年（1929年）
4月　宮城県仏教協会発足。仏教主義による高等女学校設置計画。
9月　学校設立基金として、吉田つぎ女史の篤志寄付を受ける。

昭和５年（1930年）
3月　伊澤平左衛門を設立者として、高等女学校開校認可。「吉田高等女学校」
　　　　（総定員400名）
4月　仙台市東三番丁東本願寺別院内（仮校舎）で授業開始（生徒数108名）
9月　仙台市木ノ下73番地に移転。

昭和11年（1936年）
3月　組織変更し「財団法人吉田高等女学校」となる（初代理事長：伊澤平馬）。

昭和14年（1939年）
4月　「吉田専修女学園」設置（修業年限1年）。

昭和19年（1944年）
3月　「吉田専修女学園」廃止。

昭和23年（1948年）
4月　聖和学園と改称
　　　　（「聖和学園吉田高等学校」、「聖和学園吉田中学校」併設）。

昭和26年（1951年）
2月　「学校法人聖和学園」設置。
 　　 「聖和学園短期大学」設置（国文科、被服科）。

昭和29年（1954年）
4月　「聖和幼稚園」設置。

昭和38年（1963年）
2月　短期大学に保育科設置認可。

昭和46年（1971年）
4月　法人本部事務局設置

昭和54年（1979年）
3月　「聖和学園吉田中学校」廃止。

昭和61年（1986年）
4月　「聖和学園吉田高等学校」を「聖和学園高等学校」に校名変更。

昭和63年（1988年）
4月　「聖和学園短期大学」移転。（仙台市南中山5丁目5－2）

平成5年（1993年）
4月　短期大学の被服科を生活文化科へ学科名変更。

平成11年（1999年）
7月　短期大学の期間付入学定員を廃止。恒常的定員250名認可。

平成15年（2003年）
4月　高等学校に分校設置。
　　　　（呼称：「聖和学園高等学校三神峯校舎」、仙台市太白区土手内2丁目1－1）
8月　高等学校移転。
　　　　（呼称：「聖和学園高等学校薬師堂校舎」、仙台市若林区木ノ下3丁目4－1）

平成17年（2005年）
4月　短期大学の国文科、生活文化科の募集を停止し、
　　　　「キャリア開発総合学科」を設置。

平成19年（2007年）
4月　短期大学の保育科の募集を停止し、「保育福祉学科」を設置。
  　　(保育専攻)と(介護福祉専攻)を置く。



2.設置する学校の内容 (平成１8年５月１日現在）

フリガナ 入学 (b) 収容 (d)

学校名 学部・学科等名等 者数 定員

（所在地） 年度 (a) うち臨定 者数 者数 (b) (a) (c) (d) (c)

年度 人 人 人 人 人 % 人 人 %

セイワガクエン タンキダイガク キャリア開発総合学科 Ｈ  17 170 222 215 198 116.5 340 434 127.6

聖和学園 短期大学 保　　育　　科 Ｓ　38 80 289 103 99 123.8 160 202 126.3

(宮城県仙台市泉区南中山五丁目5番2号) 短　期　大　学　計 250 511 318 297 118.8 500 636 127.2

セイワガクエンコウトウガッコウ

聖和学園 高等学校

(宮城県仙台市若林区木ノ下三丁目4番1号)

(宮城県仙台市太白区土手内二丁目１番1号)

ｾｲﾜﾖｳﾁｴﾝ

聖和幼稚園

(宮城県仙台市若林区木ノ下四丁目３番１４号)

現員

600

130

2,197 1,967 566 94.3 1,800 1,588 88.2

Ｓ２９ 300 270 90.0%

全日制(普通科) Ｓ２３

入学定員 合格開設 志願



3．役員・評議員・講師の概要

①役員

区分 氏　　名 性別 勤務区分 現　　職 住　所

理事 鈴木
ｽｽﾞｷ
　繁雄
ｼｹﾞｵ 男 非常勤 会社社長 仙台市

理事 鎌田
ｶﾏﾀ
　文
ﾌﾞﾝ
惠
ｹｲ 男 非常勤 短大学長 仙台市

理事 星
ﾎｼ
　　尚文

ﾋｻﾉﾘ 男 常　勤 高校校長 仙台市

理事 遠藤
ｴﾝﾄﾞｳ
　　茂樹

ｼｹﾞｷ 男 常　勤 幼稚園園長 仙台市

理事 熊谷
ｸﾏｶﾞｲ
佐和子
ｻﾜｺ 女 非常勤 (宗） 仙台市

理事 大沼
ｵｵﾇﾏ
　節雄
ｾﾂｵ 男 常　勤 法人本部職員 仙台市

理事 今野
ｺﾝﾉ
　敦之
ｱﾂｼ 男 非常勤 会社社長 仙台市

理事 阿部
ｱﾍﾞ
勘
ｶﾝ
九
ｸ
郎
ﾛｳ 男 非常勤 会社社長 塩釜市

理事 北澤
ｷﾀｻﾞﾜ
　隆男
ﾀｶｵ 男 常　勤 法人本部職員 仙台市

理事 高橋
ﾀｶﾊｼ
　祥
ﾖｼ
允
ﾉﾌﾞ 男 非常勤 会社社長 仙台市

監事 今野
ｺﾝﾉ
　守
ﾏﾓﾙ 男 非常勤 会社社長 仙台市

監事 狭間
ﾊｻﾏ
美枝子
ﾐｴｺ 女 非常勤 無　　職 仙台市

②評議員

33人

③教職員（専任）

教員数 職員数 合計

0 9 9

23 9 32

89 12 101

12 2 14

124 32 156合　　計

評議員数

法人本部

短期大学

高等学校

幼 稚 園



Ⅱ.事業の概要

1．当年度事業の概要
　昨年度制定された「長期経営計画」を羅針盤に具体的な稼動が始まった年度である。

　法人本部では、「就業規則」「就業規則付帯規程慶弔見舞金規程」の改訂を行なった。
本年度の新しい取り組みとして「長期経営計画」の資金収支差額目標額達成のため
中間の確認として10月度に「中間決算」と称し、前半年度（4～9月）の数字の取りまとめ
と、後半年度額の予測を実施し、長期経営計画数値遵守への具体的方向性を探った。
　また、法人本部内に「進路企画課」を設置し、学園全体として実社会へのアピールと
求人確保のための門戸拡大に取り組み成果を上げた。
　
　財務面では、当初予算時点では▲１億2,773万円の収支差額が承認されたが
10月に中間決算を行なうことにより、現状の執行状況を再確認する機会を持った。
結果として、仙台市による土地の売却代金等の収入を含んではいるものの、決算時の
収支差額は約3億7千万円と大きく改善できた。なお、仙台市への売却代金を差し
引いても学園計の収支差額は黒字となった。

　短期大学では、社会の需要を見据え、平成19年度に向けて「保育福祉学科」の新設
を計画し、本年度に介護実習室の建設、機器備品の充実等の諸準備を行なった。
　また、「第三者評価制度」の実施調査年度にあたり、今後に役立つ外部の貴重な
意見を頂くこともできた。

　高等学校薬師堂キャンパスでは、平成１７年度に仙台市への旧校舎の土地売却が
すべて完了したが、新たに地下鉄東西線に係わる仙台市の開発事業において、グラン
ドの一部が売却対象となり、平成21年度に執行の予定となった。
ただし、契約により土地売却代金と移転補償金の70％を本年度の収入として受入れた。
（残額30％は引渡し時に精算）
　　同様の事業関連で幼稚園でも道路に面する園入口の一部が売却されることとなり、
土地売却代金と移転補償金の70％を本年度収入として受入れた。
（残額30％は引渡し時に精算）

　高等学校三神峯キャンパスでは、平成１７年に発足した野球部のため室内練習場を
建設し、高校野球連盟にも正式登録し本格的に甲子園を目指す体制が整った。

2．当年度の主な施設・設備投資の状況
①短期大学
・介護実習室建築工事 58,170,000 円
・３号館和室改修工事 5,721,000 円
・３号館照明設備制御版工事 6,006,000 円

69,897,000 円

②高等学校・三神峯キャンパス
・シャワー室の新設 3,727,000 円
・楽器一式 3,245,000 円
・第1情報室OAディスク一式 2,436,000 円

9,408,000 円

③幼稚園
保育室防火構造復旧工事 1,470,000 円

3.監査の状況
　　監事監査、公認会計士による監査の結果、平成18年度の計算書類において
「学校法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する
重要な事実はない。」との報告を受けた。

計

計



Ⅲ.財務の概要

　　１．平成18年度収支決算状況

　　①資金収支総括表

（資金収入の部） （単位：円）

科目 予算 決算 差異

学生生徒等納付金収入 1,560,979,000 1,576,295,400 ▲ 15,316,400

手数料収入 44,712,000 47,105,560 ▲ 2,393,560

寄付金収入 3,600,000 3,600,000 0

補助金収入 646,136,000 633,183,090 12,952,910

     国庫補助金収入 65,750,000 62,294,820 3,455,180

　　 地方公共団体補助金収入 580,386,000 570,888,270 9,497,730

資産運用収入 7,408,000 8,881,913 ▲ 1,473,913

資産売却収入 295,843,000 295,843,980 ▲ 980

事業収入 58,602,000 56,049,760 2,552,240

雑収入 64,350,000 66,586,631 ▲ 2,236,631

前受金収入 371,111,000 354,526,048 16,584,952

その他の収入 646,954,000 632,783,058 14,170,942

資金収入調整勘定 ▲ 438,338,000 ▲ 481,144,763 42,806,763

前年度繰越支払資金 938,271,391 938,271,391 ―
資金収入の部合計 4,845,764,391 4,765,165,158 80,599,233

（資金支出の部） （単位：円）

科目 予算 決算 差異

人件費支出 1,328,366,000 1,314,458,341 13,907,659

教育研究経費支出 604,684,000 563,696,419 40,987,581

管理経費支出 221,310,000 202,108,791 19,201,209

借入金等利息支出 32,690,000 32,685,390 4,610

借入金等返済支出 144,440,000 144,440,000 0

施設関係支出 80,913,876 80,790,439 123,437

設備関係支出 28,355,000 25,274,877 3,080,123

資産運用支出 41,843,000 43,111,584 ▲ 1,268,584

その他の支出 516,013,000 495,867,083 20,145,917

（709,876）

19,290,124 19,290,124

資金支出調整勘定 ▲ 36,054,000 ▲ 78,792,454 42,738,454

次年度繰越支払資金 1,217,777,391 1,308,341,598 ▲ 90,564,207

資金支出の部合計 4,199,628,391 4,131,982,068 67,646,323

（予備費） ―



　　②消費収支総括表

（消費収入の部） （単位：円）

予算 決算 差異

1,560,979,000 1,576,295,400 ▲ 15,316,400

44,712,000 47,105,560 ▲ 2,393,560

11,881,000 12,007,025 ▲ 126,025

646,136,000 633,183,090 12,952,910

　　国庫補助金 65,750,000 62,294,820 3,455,180

　　地方公共団体補助金 580,386,000 570,888,270 9,497,730

7,408,000 8,881,913 ▲ 1,473,913

2,272,000 2,272,839 ▲ 839

58,602,000 56,049,760 2,552,240

64,350,000 66,586,631 ▲ 2,236,631

3,042,476,000 3,035,565,308 6,910,692

▲ 88,357,000 ▲ 267,279,553 178,922,553

2,954,119,000 2,768,285,755 185,833,245

（消費支出の部） （単位：円）

予算 決算 差異

1,328,366,000 1,315,800,118 12,565,882

806,515,000 764,829,482 41,685,518

231,913,000 212,188,803 19,724,197

32,690,000 32,685,390 4,610

124,321,559 124,319,010 2,549

582,000 582,000 0

7,600,326 7,600,326 0

（5,408,885）
14,591,115 40,958,070

2,546,579,000 2,458,005,129 88,573,871

▲ 238,596,000 ▲ 322,902,464 ―
▲ 2,620,938,954 ▲ 2,620,938,954 ―

307,912,000 456,794,987 ―
▲ 2,551,622,954 ▲ 2,487,046,431 ―

　　③貸借対照表総括表

（資産の部） （単位：円）

科目 平成18年度 平成17年度 増減

固定資産 11,629,567,032 12,113,445,133 ▲ 483,878,101

　有形固定資産 10,994,796,168 11,509,382,323 ▲ 514,586,155

　その他の固定資産 634,770,864 604,062,810 30,708,054

流動資産 1,491,778,962 1,003,120,562 488,658,400

合計 13,121,345,994 13,116,565,695 4,780,299

（負債の部・基本金の部・消費収支差額の部） （単位：円）

科目 平成18年度 平成17年度 増減

固定負債 2,312,405,342 2,455,503,565 ▲ 143,098,223

流動負債 720,145,971 516,644,538 203,501,433

合計 3,032,551,313 2,972,148,103 60,403,210

12,575,841,112 12,765,356,546 ▲ 189,515,434

▲ 2,487,046,431 ▲ 2,620,938,954 133,892,523

13,121,345,994 13,116,565,695 4,780,299

科目

学生生徒等納付金

手数料

寄付金

補助金

資産運用収入

資産売却差額

事業収入

雑収入

帰属収入合計

基本金組入額

消費収入の部合計

科目

人件費

教育研究経費

管理経費

借入金等利息

資産処分差額

徴収不能額

徴収不能引当金繰入額

（予備費） ―
消費支出の部合計

当年度消費収入超過額

前年度繰越消費収入超過額

基本金取崩額

翌年度繰越消費収入超過額

資
産

負
債

基本金

消費収支差額

負債の部・基本金の部・消費収支差額の部



　　２．経年比較

　　①資金収支三ヵ年比較

（資金収入の部） （単位：円）

科目 平成16年度 平成17年度 平成18年度

学生生徒等納付金収入 1,230,990,000 1,524,129,000 1,576,295,400

手数料収入 45,999,410 45,724,170 47,105,560

寄付金収入 5,980,000 2,900,000 3,600,000

補助金収入 598,558,740 652,546,560 633,183,090

資産運用収入 8,721,853 10,030,730 8,881,913

資産売却収入 267,952,943 386,035,125 295,843,980

事業収入 27,455,100 42,816,960 56,049,760

雑収入 1,060,473,093 898,680,886 66,586,631

借入金等収入 500,000,000 ― ―
前受金収入 394,328,048 335,459,048 354,526,048

その他の収入 781,170,508 945,405,041 632,783,058

資金収入調整勘定 ▲ 301,480,984 ▲ 431,742,699 ▲ 481,144,763

前年度繰越支払資金 1,170,549,595 1,891,880,797 938,271,391

資金収入の部合計 5,790,698,306 6,303,865,618 4,131,982,068

（資金支出の部） （単位：円）

科目 平成16年度 平成17年度 平成18年度

人件費支出 1,180,415,606 1,686,826,363 1,314,458,341

教育研究経費支出 488,855,533 588,762,014 563,696,419

管理経費支出 175,958,585 169,378,524 202,108,791

借入金等利息支出 71,571,006 50,002,816 32,685,390

借入金等返済支出 1,405,815,295 2,124,590,179 144,440,000

施設関係支出 122,795,133 183,864,713 80,790,439

設備関係支出 29,192,880 38,184,295 25,274,877

資産運用支出 65,337,585 90,968,180 43,111,584

その他の支出 396,367,222 473,427,620 495,867,083

資金支出調整勘定 ▲ 37,491,336 ▲ 40,410,477 ▲ 78,792,454

次年度繰越支払資金 1,891,880,797 938,271,391 1,308,341,598

資金支出の部合計 5,790,698,306 6,303,865,618 4,131,982,068



　　②消費収支三ヵ年比較表

（消費収入の部） （単位：円）

科目 平成16年度 平成17年度 平成18年度

学生生徒等納付金 1,230,990,000 1,524,129,000 1,576,295,400

手数料 45,999,410 45,724,170 47,105,560

寄付金 7,248,250 5,535,250 12,007,025

補助金 598,558,740 652,546,560 633,183,090

資産運用収入 8,721,853 10,030,730 8,881,913

資産売却差額 231,130,330 328,955,630 2,272,839

事業収入 27,455,100 42,816,960 56,049,760

雑収入 1,060,473,093 1,269,516,999 66,586,631

帰属収入合計 3,210,576,776 3,879,255,299 2,402,382,218

基本金組入額 ▲ 1,525,762,000 ▲ 1,793,717,232 ▲ 267,279,553

消費収入の部合計 1,684,814,776 2,085,538,067 2,135,102,665

（消費支出の部） （単位：円）

科目 平成16年度 平成17年度 平成18年度

人件費 1,184,886,732 1,681,519,443 1,315,800,118

教育研究経費 680,080,941 782,741,892 764,829,482

管理経費 185,675,411 179,499,462 212,188,803

借入金等利息 71,571,006 50,002,816 32,685,390

資産処分差額 224,615,263 228,504,176 124,319,010

徴収不能額 1,775,000 747,500 582,000

徴収不能引当金繰入額 10,130,000 4,686,600 7,600,326

消費支出の部合計 2,358,734,353 2,927,701,889 2,458,005,129

当年度消費収入超過額 ▲ 673,919,799 ▲ 842,163,822 ▲ 322,902,464

前年度消費収入超過額 ▲ 1,106,043,333 ▲ 1,779,963,132 ▲ 2,620,938,954

基本金取崩額 ― 1,188,000 456,794,987

翌年度繰越消費収入超過額 ▲ 1,779,963,132 ▲ 2,620,938,954 ▲ 2,487,046,431

　　③消費収支比率三ヵ年推移
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　　④貸借対照表三ヵ年比較表

（資産の部） （単位：円）

科目 　平成16年度 平成17年度 平成18年度

固定資産 12,780,170,909 12,113,445,133 11,629,567,032

　有形固定資産 11,774,337,822 11,509,382,323 10,994,796,168

　その他の固定資産 1,005,833,087 604,062,810 634,770,864

流動資産 1,940,253,530 1,003,120,562 1,491,778,962

合計 14,720,424,439 13,116,565,695 13,121,345,994

（負債の部・基本金の部・消費収支差額の部） （単位：円）

科目 平成16年度 平成17年度 平成18年度

固定負債 2,976,086,598 2,455,503,565 2,312,405,342

流動負債 2,551,473,659 516,644,538 720,145,971

合計 5,527,560,257 2,972,148,103 3,032,551,313

10,972,827,314 12,765,356,546 12,575,841,112

▲ 1,779,963,132 ▲ 2,620,938,954 ▲ 2,487,046,431

14,720,424,439 13,116,565,695 13,121,345,994

　　３．借入金の状況

借入金総額：

借   入   先：

負債の部・基本金の部・消費収支差額の部

2,262,930,000円

日本私立学校・振興共済事業団
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Ⅳ.決算期後に生じた学校法人の状況に関する重要な事実

なし

Ⅴ.今後対処すべき課題

・教育機関として本業である教育成果の発揮・顕在化による社会的評価の向上
・本学関係者当事者、そして地域社会の満足度の向上
・収容定員の継続的確保
・健全・強固な財政体質の構築と維持
・教職員の意識・能力の向上

以上
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